第１回下関市立大学新学部設置に関する有識者会議【議事要録】

日時：令和３年７月２１日（水）１４：００～１５：４０

場所：下関市生涯学習プラザ　宙のホール

【出席者】

（委員）荒井委員、木下委員、田中（雅）委員、吉中委員、田中（マ）委員、

　　　　藤野委員、西生委員、小川委員、佐藤委員、久保田委員、石丸委員、

　　　　山田委員

（下関市）前田市長、吉鹿総務部長、島崎総務部次長、牧野参事、山田主幹、

作花係長、石田主任、松浦主任主事、佐藤企画課長

	１．
	開会のことば

	事務局


	第1回下関市立大学新学部設置に関する有識者会議を開催する｡

本日は､委員12名のご出席をいただいている｡

したがって､委員の過半数の出席を得ているので､下関市立大学新学部設置に関する有識者会議規則（以下「規則」という。）第5条第3項の規定により会議が成立していることをご報告する｡

	２．
	辞令交付

	事務局


	最初に、辞令を交付する。

（～前田市長が各委員の前に移動し、交付～）

	３．
	委員紹介（自己紹介）

	事務局


	次に、委員の紹介を行う。

お手元の名簿の順に、自己紹介をお願いする。

（自己紹介　省略）

	４．
	会長及び副会長の選出

	事務局


	次に、会長及び副会長の選出を行う｡

規則では、有識者会議に会長1人及び副会長2人を置くとしている｡

会長は、この有識者会議の会務を総理し、有識者会議を代表するとともに、会議の議長を務めていただく｡

次に、副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは会長の職務を代理するとともに、専門部会の部会長を務めていただく｡

会長及び副会長は、委員の互選により定めることとなっているが、いかがするか｡

	委員
	荒井委員を推薦する。

先生は、市の各種委員会の委員を務めておられ、データサイエンス、看護といった分野に留まらず、広い見識、知見を持っておられる。

	事務局


	荒井委員をというご意見があったが、いかがか。

＝＝異議なし＝＝

有識者会議の会長は、荒井委員にお願いする。

ここからは、規則の規定に従い、荒井会長に会議の進行をお願いする。

	荒井議長
	引き続いて、副会長の選任に移る。

副会長についても委員の互選によることとなっている。いかがするか。

	委員
	副会長については、今後、データサイエンスと看護のそれぞれの部会の部会長に就くとの説明であったので、それぞれの学部について知見をお持ちである現役の大学の先生にお願いしてはいかがか。

	荒井議長
	山口県立大学の田中委員と福岡女子大学の藤野委員を推薦するというご意見があったが、いかがか。

＝＝異議なし＝＝

それでは、副会長は、田中マキ子委員と藤野委員にお願いする。

副会長は、それぞれの委員のご経歴からして、田中副会長に看護学部部会の部会長を、藤野副会長にデータサイエンス部会の部会長をお願いしたいが、いかがか。

＝＝異議なし＝＝

それでは、よろしくお願いする。

次に、規則で、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が定める順位により、とある。これについては、名簿順どおり、田中副会長を第1順位に、藤野副会長を第2順位とする。

	事務局


	ここで、荒井会長、田中副会長、藤野副会長から一言ずつ、ご挨拶をお願いする。

	荒井議長


	それでは、私からご挨拶する。国立研究開発法人水産研究・教育機構理事　水産大学校代表という立場である。

私は、昨年の4月に京都大学から着任した。京都大学卒業後、農林水産省、主に水産庁に13年勤めた。その後、京都大学の教員となった。

1998年に、まだデータサイエンスという言葉がない時代であるが、京都大学に新しい独立研究科の情報学研究科が新設された。その際、准教授として情報学研究科社会情報学専攻の新しい研究室を立ち上げた。

今は、教員でなく、理事という立場である。直接学生と関わる機会はないが、27年教員として勤めてきた。看護については専門外であるため、皆さんの議論をよく伺いたいと思っている。よろしくお願いする。

	田中（マ）委員
	看護部会の部会長ということで、荷が重いと感じている。
山口県立大学に就いて25年になる。

山口県立大学は、県下でも一番早くに山口県看護協会様の後押し受けて4年制大学となった。今、全国で280程度の看護系大学があり、あえて乱立していると言う。時代の要請、学歴社会、女性の社会進出ということもあるが、運営は大変である。まずは教員不足あるいは教員を即席的に養成することによる大学の質の問題。運営や教育そのものの質の課題もある。学部を新設すればいいということでなく、将来を見越して新設学部というのを考える必要がある。高校生の数も減っている。下関市の文化圏は九州も絡み広いため、そういうところに活路を見出せると思うが、やはり慎重に考えていくべきところがある。

大変厳しいことを言うが、やはり学部として、大学として、誇り高き内容を持ち、良い人材を輩出し、山口県にフィードバックしていただきたいという気持ちのもとに申し上げるので、どうぞ、よろしくお願いする。

	藤野委員
	出身は北九州市の門司で、こういう形で関門地域に貢献できるということは、非常に嬉しく思っている。

福岡女子大に赴任して、統計関係の取組を行ってきた。数年前まで、専門は何かと聞かれた際、統計学と答えていたが、ここ最近はデータサイエンスの研究と答えている。

データサイエンスが注目を浴びてきた中で、データサイエンス学部もここ数年増えている。データサイエンスに関する要求、要望、需要が非常に高まっているというのも、肌で感じている。

下関市立大学でデータサイエンス学部を検討するということだが、どれだけの独自性を出せるかというところが非常に重要と考えている。

どうぞ、よろしくお願いする。

	５．
	諮問

	事務局


	議事までの間、事務局で進行をさせていただく。

続いては「諮問」となっている。

市長より諮問を行う。

（市長より諮問、会長受取）

	６．
	市長挨拶

	事務局
	続いて、下関市長より一言ご挨拶を申し上げる。

	前田市長
	公務の大変お忙しい中、ご活躍の方ばかりであるが、お時間をいただき心から感謝を申し上げる。

　下関市立大学に新学部を新たに設置しようという有識者会議に、今日、ようやくたどり着くことができた。本当に嬉しく思っている。私事になるが、市長に就任した最初の選挙のときの公約の柱の一つでもある。

　少子化が地方で進む中、下関も全国平均よりも早く進んでいるといった状況であり、下関においても若い人の活躍の場を作り、まちに元気を取り戻すために新しく学部を新設していこうと、下関市立大学の総合大学化という旗印を立て、これまで多くの方にご理解、ご協力をいただいて進めてきた案件である。

　皆様には、これから忌憚のないご意見をいただき、皆様のお力と合わせて、なんとかたどり着いていきたいと考えている。

　これまでの4年間でいろんな種を撒いてきた。その中で、市のスマートシティ構想とのリンクも然ることながら、コロナの関係で医療の方々、看護の方々の重要性、必要性が本当に強く認識された時代に突入した。こうした中で新たに二つの学部を生み出していくということは、下関だけでなく、広く日本にとっても素晴らしいことだと考える。

　少子化の中で学部を新たに設置するというのは、なかなか認めにくい環境であると思われるが、そこは、チャレンジするということである。

　どうぞ、よろしくお願いする。

	事務局
	市長は公務の都合によりこれで退席する。

	７．
	議事

	事務局


	それでは、次第の「議事」に戻る。ここからは、荒井議長に進行をお願いする。

	荒井議長
	はじめに、この会議は、原則公開となっている。本日開催の旨をホームページに掲載し、傍聴ができるようにしてある。傍聴者の撮影、録音は禁止とする。円滑な審議にご協力をお願いする。

それでは、本日の議事の大まかな流れについて、事務局から説明をお願いする。

	事務局


	最初に、資料の確認をお願いする。

資料1は、この有識者会議の規則である。

資料2は、有識者会議の全体のスケジュール案である。

資料3は、下関市立大学に関する概要である。

なお、高校生向けの冊子である大学案内もお配りしてある。

資料4は、大学を取り巻く環境に関する資料である。

資料5は、データサイエンスと看護の分野を新学部の候補とした経緯等である。

資料6は、市の施策であるスマートシティに関するものである。

以上、不足等はないか。

続いて、本日の会議の大まかな流れをご説明する。有識者会議のスケジュールをご説明した後に、情報提供として、お配りしている資料に基づき、説明を行う予定としている。

	
	●議題１「有識者会議のスケジュールについて」

	荒井議長
	議事の(1) 有識者会議のスケジュールについて、説明をお願いする。

	事務局


	資料1及び資料2をご覧いただきたい。

有識者会議のスケジュールだが、まず、本日、全体会議を開催している。この後、これまでの検討経緯や市立大学の現状、市の施策等について説明し、次回以降の検討のための情報提供とさせていただく。

2回目であるが、諮問にもあったとおり、この有識者会議は、下関市立大学に新学部としてデータサイエンスと看護の二つについて、設置することの意見を求められている。有識者会議の答申としては、二つとも設置する、いずれか一つを設置する、などが考えられるが、データサイエンスと看護は分野も相違するため、それぞれ専門部会を設け、そこで審議していただく。

その際、本日提供する情報のほかに、現在、下関市立大学が実施している調査結果も合わせてお伝えし、検討いただくこととする。

下関市立大学が実施している調査は、入口である高校生の志願状況、出口である企業等のニーズ、そして学部運営のコストシミュレーションである。

それぞれの専門部会で新学部を設置することについて意見をまとめていただき、10月に再度、全体会議を開催し、有識者会議としての答申を確定する。その後、市長に答申を行う。

なお、10月の会議であるが、10月12日火曜日14時から、場所は下関市役所内である。

次に、専門部会であるが、規則では、「専門部会に属すべき委員は、会長が指名する」とあるので、この点について、お願いする。

	荒井議長
	専門部会に属すべき委員は、会長が指名するということである。

まず、私だが、会長であり、全体をまとめる必要があるため、両方の部会に属することとする。

次に、下関商業高校の久保田校長先生は、いわゆる入口側である高校の立場からのご意見もあると思慮する。これも、いずれの分野にもかかわるため、両方の部会に属していただく。

藤野委員は、データサイエンスの専門部会で部会長である。吉中委員（山口フィナンシャルグループ）、小川委員（ＧＭＯリサーチ）、佐藤委員（商工会議所）、山田委員（市産業振興部）には、データサイエンスの専門部会に属していただき、それぞれのお立場からご意見いただく。

田中(マ)委員は、看護の専門部会の部会長である。木下委員（医師会）、田中(雅)委員（市民病院）、西生委員（看護協会）、石丸委員（市保健部）には、看護の専門部会に属していただき、ご審議をお願いする。

よろしいか。

（各委員了承）

	事務局


	次に、規則では会議を「公開」としているが、「有識者会議が必要と認めるときは、非公開とできる」とされている。この点について、ご審議をお願いする。

	荒井議長
	会議の公開についての説明があったが、いかがか。

私としては、本日の会議は、全体的な流れや情報提供が主であり、公開で良いと考える。しかし、次回からの専門部会や全体会議では、各委員から忌憚のない意見をいただき、自由闊達な議論ができるようにするために非公開としてはどうかと考える。審議の結果をまとめた答申は、市長にお渡しする際に公開してはどうかと考えるがいかがか。

＝＝委員　意見なし＝＝

それでは、専門部会と答申をまとめる全体会議については非公開とする。

	荒井議長
	「(1) 有識者会議のスケジュールについて」、他に質問等はないか。

＝＝質疑応答なし＝＝

ないため、次の議題に入る。

	
	●議題２「下関市立大学の概要について」

●議題３「大学を取り巻く環境について」

●議題４「これまでの検討経緯について」

	荒井議長
	「(2) 下関市立大学の概要について」、「(3) 大学を取り巻く環境について」、「(4) これまでの検討経緯について」を一括して説明をお願いする。

	事務局


	「資料3　下関市立大学に関する概要」と大学案内をもとに説明する。

下関市立大学は、経済学部の単科大学で、１学部３学科である。

下関市立大学の三つの理念は、「教育と研究の一体性に基づく新たな知の創造」、「東アジアを中心に広く世界に目を向けた教育と研究」、「地域社会の知的センターとして地域に根ざした教育と研究」である。これらの理念に基づいて、「バランスのとれた教養豊かな高度職業人を育成すること」と「地域社会及び国際社会の発展に寄与すること」を目的としている。

経済学部の入学定員は450人、収容定員は1,840人で、経済学部としては他の国公立大学に比べて大規模となっている。本年5月1日現在の学生数は2,072人である。

経済学部は、経済学科、国際商学科、公共マネジメント学科の三つの学科である。

下関市立大学の特色として、入試において中期日程を採用している。入試区分ごとの定員、志願者、入学者は、資料3のとおりである。中期日程が募集定員も一番多く、全国から学生を獲得している。下関市の公立大学でありながら、市内からの進学は15％以下となっている。

就職決定率は、95％以上の高い水準を保っている。主な就職先の業種は、「金融・保険」と「卸・小売」が高く、「製造」、「サービス」と続く。金融・保険の実績が高いのは経済学部の特色と考えられるが、下関市内への就職率が低くなっている。これは、地元からの進学が少ないために、地元への就職率も低くなっているのではないかと考えている。

「(3) 大学を取り巻く環境について」、資料4で説明する。

文部科学省の資料によると、大学入学の年齢とされる18歳人口は、2017年は120万人あったが、2040年には88万人まで減るとされている。これは、18歳人口が4分の3まで減ることになる。

大学の数は減らず、入学定員は増え続けている。大学進学率は、平成31年度が53.7％で、今後、大きく伸びる見込みはない。

下関市立大学は公立大学であるため、学費が安いという魅力もあるが、令和2年度からスタートした高等教育修学支援新制度により、所得が低い世帯の学生は授業料の減免があること、また、返済不要の奨学金が給付されるようになったことから、公立大学に入学して一人暮らしをするよりも、自宅から通える私立大学を選択する学生も増えているのではないかと思慮する。

先程の市立大学の状況とも関連するが、下関市立大学は公立大学であるから、下関市の活性化のためにも市立大学への市内からの進学、市立大学からの市内への就職を増やす必要がある。そのためには、高校生、地元企業等に選ばれる大学となるように改革を行い、その一つとして学部の設置を考えている。

3ページからは、データサイエンスに関する資料である。3ページ、4ページは、滋賀大学がデータサイエンス学部を設置した2017年度以降のデータサイエンス系の学部・学科の新設状況を一覧にしたものである。国公立、私立を問わずに毎年設置されている。滋賀大学は今でも定員の4倍を超す志願者があり、入学定員も確保している。国公立の学費はおおむね535,800円、私立は100万円程度、高いものは150万円以上となっている。

　滋賀大学は、この春に初めての卒業生を輩出した。5ページから9ページまでは、滋賀大学のホームページを印刷したもので、カリキュラムの説明、実際の就職先の一覧である。

10ページからは、看護に関する資料である。10ページは、文科省のホームページから引用した「看護師学校・養成所数の推移」である。平成14年と平成30年を比較すると、総数はそれほど変化がないが、内訳は大きく変化している。大学の割合が3倍近く増え、中でも私立大学が増えている。一方、短大は激減、養成所も減っている。

11ページは、入学定員の推移である。養成所の総数は大きく変わっていないが、入学定員は平成14年と平成30年を比較して1万4千人増えている。大学は20％以上増えている。その他は、軒並み減っている。

12ページ、13ページは、中国地方、四国地方、九州地方の看護学科のある大学の一覧である。看護学科は、どの県でも設置されている。入学定員の平均は全体で83人、国立大学では約70人、公立大学では73.5人、私立大学では94.2人となっている。入学者数については、多くの大学で入学定員を満たしている。授業料等の学納金は、国公立の多くが535,800円に対し、私立大学では100万円を超えている。

「(4) これまでの検討経緯について」、資料5で説明する。これは、昨年12月に市議会に報告したものの抜粋である。

前田市長は、下関市立大学の総合大学化を公約に掲げている。平成31年4月に庁内にワーキンググループを設置し、検討を始めた。検討を始めた理由は、これまでの説明のとおりである。

詳細については、次の「下関市立大学の新学部設置に関する検討状況について（抜粋）」で御説明する。(1)には、データサイエンスに関する学部を候補に残した理由である。データサイエンティストに対するニーズの高さ、本市のスマートシティへの取組、人材供給に伴う企業誘致の可能性等を挙げている。(2)は、看護学部を候補に残した理由である。アンケート結果による人気の高さ、さらには下関看護専門学校の学生募集の停止や市内での高等教育機関での人材育成の場が必要ではないかと考えたこと等である。

	荒井議長
	　只今の説明で何かご質問があるか。

	委員
	2点お聞きする。

　1点目は、中期日程を置いて志願者も志願倍率もキープしており、定員もかなりオーバーしている年もあるが、単科だけでは今後この入学者数を得られないとする理由。

　2点目は、下関市内には東亜看護学校、下関リハビリテーション、ウエストジャパン、早鞆高校にも衛生看護科があり、看護学校がたくさんある。下関看護専門学校が養成を中止したとあるが、この定員は100人くらいである。また、経済的なところなのか同じ看護の資格をとるなら4年制でなく3年制の学校を選ぶという考え方もある。市内にこれだけ看護学校があり、「大学に行かなくても専門学校に行けばいい」というところが上手くクリアできないのではないかと思うがいかがか。

	事務局


	　2点目のご質問にお答えする。

　市としても、いろいろな方のご意見をいただきに回り、ご質問のような意見もいただいたところである。ただ、今の看護の学校で学ぶ中身、これから先の看護というものを考えたときに、4年間でしっかりとした看護知識を学ぶ、看護で学んだことプラス、保健師の資格をとる、そういったことを望まれる学生も多いとお聞きしている。将来、高度な看護知識を身につけていくためには、3年よりは4年というご意見もいろんな方から頂戴している。そういった点について、各専門の委員にご意見をいただきながら最終的な判断をさせていただければと考えている。

	事務局


	　1点目のご質問にお答えする。

　中期日程を持っているのは公立大学ならではであるが、全ての公立大学が持っているわけではなく、一部の大学しか持っていない。

　前期日程が本命で来られる学生さんが多く、中期日程はどちらかというとすべり止めで来られる学生さんが多い。中期日程で学生数を確保しているのは確かだが、2020年度入試と2021年度入試とを比べると、志願者は激減している。隔年現象と言って、志願者が多い年と少ない年を繰り返しているが、最近は徐々に減少している。市としても、市立大学がまだ人気のあるうちに改革を進め、少しでも高校生の皆さんに選ばれる大学に、今のうちに改革を進めたいと思っている。

	荒井議長
	　他にご質問があるか。

	委員
	　看護教育の3年と4年の違いの件である。実際に、3年制と4年制では、看護に対する教育時間はどのくらい違うのか。大学となると、一般教養の時間も入ってくるので4年制の方が看護教育が沢山あるというのは本当か、学校現場の委員に御教示願う。

	委員
	　国家試験を受けるための資格をとらせることを卒業要件に入れるため、授業時間は、3年も4年もほぼ同じである。4年間であれば学部内で保健師の資格もとれる。時流的には、看護教育を4年間でとなっているため、4年間で看護師と保健師の両方のカリキュラムは組めなくなる可能性もある。4年間であれば、ゼミ活動、卒業論文というところで、創作や考える力、あるいは部活動やボランティア活動もでき、人としての教育において厚みを増すことができる。「高度人材」というが、看護師の養成ということにおいては、看護時間数等々はそれほど差はない。

	荒井議長
	　他にご質問があるか。

	委員
	　下関市立大学も本校もともに市立の学校である。地元下関からの入学者を増やして、地元への就職者を増やす、これはまさしく我々の使命だと思っている。入学定員についても市長へ意見を述べる機会があるのか、その辺を確認させていただきたい。

	事務局


	　基本は諮問のあった学部の設置についてご意見を伺うことである。入学定員の規模等については、ご意見をいただく本文以外にも附帯の意見ということもあり得る。様々なご意見をいただいた中で最終的に答申としてまとめていただきたい。

	荒井議長
	　他にご質問があるか。

	委員
	　1点意見ということで述べさせていただく。資料3の裏に経済学部の地区別就職状況とあるが、北九州から市立大学に通っている学生は結構多いと推察する。家から通えるということを考える方もいる。下関だけではなく、関門圏という目線も必要ではないか。

	荒井議長
	　水産大学校も福岡県から通っている学生が一番多い。

　1点質問する。入学定員450人に対して、歩留まりはどの程度か。合格者数はどのくらいか。

	事務局


	　推薦であれば歩留まりはかなり高いが、中期日程は実際低い。大学からの資料によると、2020年度の入試であれば合格者は840人だが、入学されたのは465人、これは推薦も含めてである。2021年度は788人の合格者に対して454人、もっと前、沢山の入学者が入った年は、450人の入学定員に対して1,000人以上の合格者を打っている年もある。なかなか見極めが難しいということを大学から聞いている。

	荒井議長
	　水産大学校もそうであるが、中期日程の歩留まりの見極めは難しい。一定の傾向はあるだろうが、単科大学ではなおさら難しい気がしている。

　他に質問はないか。

	
	●議題５「下関市が取り組むスマートシティについて」

	荒井議長
	それでは、議題の５に入る。「(5) 下関市が取り組むスマートシティについて」、説明をお願いする。

	企画課長
	　スマートシティ推進事業のご紹介をさせていただく。お手元のスマートシティ推進事業概要版という資料により説明する。

　１ページ目は、スマートシティ推進事業はまちづくりの一環として、取り組むということを説明する資料である。

　事業の目的は、デジタル化をして便利になったと言われることを目的としている訳ではない。下関市のいろんな課題、まちづくりでの課題でなかなか達成できていない、そういうものをデジタル化の時勢に合った方法で少しでもクリアしていきたいというのが大きな目的である。

　2020年国勢調査の速報値が発表され、下関市の人口は5年間で約13,000人強の減少となり、255,000人になった。単年にすると2,600人平均で減っている。

　そうした中で1ページ目に掲げている「まちひとしごと」というのは、まちづくりのベースとなる計画である。人口が減っている中でも、生産性の向上や健康寿命の延伸といったところに、人でなくてもデジタル化でできるところを対応させて、生産性なりを確保していくといったところである。

　2ページ目は、事業の基本コンセプトを説明したものである。基本コンセプトとして五つ掲げている。市民が中心のスマートシティ、市民のためのスマートシティ、どの分野でもクオリティが上がるというのを目指している。一方、データの活用には、どうしてもセキュリティや個人情報といった問題がある。これには、市民の許諾を得たデータでもって、提供いただいたデータに見合ったサービスを作り出すというところをモットーにしている。そして、3番目の市民、企業、行政の三者で、4番目の市民の生活圏をベースにして、5番目の他都市との連携によるというところを基本コンセプトとしている。

　3ページ目は、スマートシティの全体像である。どの分野からデジタル化を進めていかなくてはならないか。4月に産学官でスマートシティ協議会を立ち上げた。こちらでは資料にある行政ＤＸ、ヘルスケア、教育・人材育成、産業・中小企業、観光・長期滞在といった分野を取り扱うこととした。具体的には、行政や民間が持っているいろんなデータをつなぎ合わせて一元管理することで、例えば各種行政手続がオンラインでできる、防災情報をわかりやすく取り出すといったフロントサービスを向上させる。民間事業者で言えば、交通弱者や妊産婦などの交通をどう確保するか、生産性の向上という意味では、現場作業を遠隔操作で行うとか、ＡＩを駆使したデータ分析だとかで効率的な運用を図る。こういったことを官民ができるところからやることによって、人、物、時間、コストに余剰力を生み出し、人口減やコロナのような事態になっても対応できる体制を作っていきたいということである。

　4ページ目は「データ連携基盤（都市ＯＳ）の全体像」の説明である。簡単に言えば、市民、地域住民に地域ポータルサイト、いわゆる窓口を準備して、データ連携基盤となる官民のデータ、サイト、アプリをつなぎ合わせようとするイメージである。

　もっと具体的に表したのが5ページ目である。民間事業者が参加するとどのように便利になるのかというイメージである。図は、ウーバーイーツをモデルとしたものである。ウーバーイーツがサービスを提供する際に、利用料金を決済する会社、地図データを提供する会社、通話機能を提供する会社と三つの会社が所有しているアプリケーション、データ、サービスを結び付けてサービスを提供するという仕組みである。それぞれのメンテナンスによってコストパフォーマンスも上がるということになる。民間同士であれば、すでにこういった連携をしている。

　それでは、行政はどうするのかというと、6ページにある先進地の会津若松市の例でご説明する。母子健康アプリというのを活用している。アプリケーション自体は、前橋市が開発したものだが、会津若松市と協議して共有、シェアしている。スマホにマイナンバーカードをかざし、個人を特定して子育て世代の母親が乳幼児の検診結果や予防接種の履歴を確認でき、妊娠中、乳幼児期のお役立ち情報といったものを共有し合うといったサービスを展開している。

　7ページ目は、民間と行政の連携例である。会津若松市は、医療ヘルス系のデータを活用したスマートシティ化を目指している。健康管理や予防、最終的には検診や診療というところまでデジタル化できないかと考えている。今の段階では、健康管理、予防といったところに民間事業者とデータ利用の許諾をされた市民との間でどういったサービス展開ができるか検討中といったところである。

　8ページ目でお示しする内容が、本日の会議の趣旨に近づいてくるところであり、人材育成についてである。デジタル化が進んでいく中で、どうやって今後につながる人材を育成していくか。会津若松市の例では、ある地域課題を提示して、例えば介護事業者が「きつい」とか「危険」とかいう理由で介護人材が集まらないといった課題に対し、何が問題なのか課題を出し合い、解決するためには何かデジタルで解決できる方策がないか、会津大学の学生と半年かけてアプリケーションまで開発したという例である。

　図は、会津若松市が地元の福島トヨペットとコラボして自動運転の実用化実証実験まで大学生と一緒に行った例である。いわば、デジタルの人材育成をしながら、自分たちの成果を形にする、事業化するといったところまで教育するという仕組みになっている。

　9ページ目、会津若松市のスマートシティというのは震災復興ということで10年目、11年目の取組である。ゼロベースからデジタル化、スマートシティ化として取り組まれてきた結果、31社の企業誘致、400名以上の雇用があり、大学生の人材育成、雇用創出につながっている。

　最後のページだが、産学官で進める下関市スマートシティ推進協議会のフレームワークである。先程の5分野について、生活のクオリティを上げるために、医療分野、交通分野、産業界、２大学という会員で構成して進めている。

　最後になるが、このスマートシティの推進については、産学官で構成するスマートシティ推進協議会が中心となって様々なサービス提供の可能性を探りながら、まちづくりであり長期にわたる取組になると認識している。差し当たっては、先程の5分野から徐々に展開し、市民サービスの向上など様々な分野に拡大して、皆さんの生活の質の向上、人口減少の歯止めがかからない中でも持続可能なまちづくりになっていくことを目指して取り組んでいこうとするものである。

	荒井議長
	今の説明についてご質問があるか。

	委員
	1点、意見である。新たに二つの学部をつくるというのは非常にお金がかかる。つくった結果、市民が享受できないとなかなか財政を動かすことも難しい。学部をつくることによって具体的なまちづくりの形を示すことが必要ではないかと思う。スマートシティ推進事業もそういった点では寄与できると考えるので、市のフォーム、青写真を描いた上で、どういった学部をつくるべきかという議論を進めるべきである。

	荒井議長
	　1点質問である。マイナンバーカードは、下関市ではどの程度普及しているか。

	企画課長
	低調であるが、現在は30％を超えている。

マイナポイントの付与は効果がある。課題としては、マイナンバーカードを取得しても、具体的なサービスが見えないためなかなか普及しない。スマートシティとしては、便利なサービスが受けられるという具体的なサービスを提示した上でないと進まないと考えている。

	荒井議長
	普及していないが、マイナンバーカードの取得が前提になっている。その点、市として取り組めるのか。

	企画課長
	ご指摘のとおりである。現状として普及率は低いが、マイナンバーカードでなく単にＩＤの付与だけでサービスの展開ができているものから移行して、個人を特定しなければならないサービスの拡充を図ろうとする際、具体的なサービスを提示した上でマイナンバーカードの取得を進言するなどして進めていきたいと考えている。

	荒井議長
	一例であるが、水産業においてもスマート化が進んでいる。現在実験段階であるが、漁船にタブレットを積んで、漁獲と同時に売上額が表示される仕組を導入する。目標額に向かって乗組員のモチベーションが上がるという結果も出ている。

できれば、スマートシティにも農林水産業の分野を含んでいただければ、もっといいものになると考える。

ほかにないか。

＝＝意見・質問なし＝＝

	
	●議題６「その他」

	荒井議長
	　事務局から今後の進め方について説明願う。

	事務局


	次回は、専門部会の開催である。

データサイエンス学部部会については8月24日火曜日の14時から、看護学部部会については8月12日木曜日の15時から、場所については両方とも商工会議所の予定である。

	荒井議長
	専門部会では、市立大学が実施した調査結果の報告がある。市立大学への質問もあろうかと思料するが、市立大学が専門部会に招致することは可能か。

	事務局
	有識者会議の決定による。

	荒井議長
	それでは、次回の専門部会では、市立大学をオブザーバーとして招致したいが、いかがか。

　　＝＝委員異議なし＝＝

　　それでは、事務局の方で手続をお願いする。

	＝本日の審議終了＝

	―閉会―
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